
平成29年度 30年度以降

プラットフォーム
関連

新技術の
普及促進

制度の見直し等

メールアドレスの登録
情報発信開始

ビデオ、TEM教
材の使用開始

HP等の開設

データ収集体制
の構築

データ分析体制
の構築

データ分析等を元にし
た更なる対策の検討

新技術に係る
情報発信開始

新技術開発状況に応じた情報提供（適宜）

指導･監督の強化体制
の構築

更なる改正の
検討

小型航空機等に係る安全対策の今後の進め方
スケジュール(案)

資料７

改正した制度の
公布

新技術装備時の認証基準の検討（適宜）

運航環境等の改善の検討（適宜）

制度の方向性の
検討
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